
日

源化品目の拡大　④生

概

活系収集
②

広報誌等掲

施

載回数 回 6 16 6
ごみ

策

の有料化の検討　⑤事

名

業系ごみの適正処理や

廃

減量
の推進　⑥新たな

棄

中間処理施設の検討　

物

⑦新たな最終 令和　５

対

年度の優先度
処分場の

策

整備　⑧ルール違反ご

基

み等への対応　⑨周知

本

③1 ・啓発活動の推進

目

を行う。 　□ Ａ　　

標

　 □ Ｂ　　　 □

安

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

全

・市民のごみ問題に対

・

する理解と関心を高め

安

るため、広報誌の発行

心

、自治会や幼稚園等へ

に

の出前講座、市内小学

暮

■ 計画どおり   

ら

令和　３年度 生の社会

せ

科見学受け入れなど、

る

ごみの減量や資源化に

ま

関する環境教育及び周

ち

知啓発を実施した。
□

要

 遅延       

施

  
の評価 ・事業系ご

策

みに関して、事業者に

の

対する適正処理の指導

目

や少量排出事業者制度

的

の適切な運用及び周知

市

啓発を実施
□ 進展な

民

し     
した。

■

、

 維持　□ 拡大 ・周

事

知啓発活動の強化を図

業

るため、引き続き、ご

者

み減量アドバイザーの

と

活動を支援し、市とア

行

ドバイザーの協働
事業

政

区分 □ 自治事務  

が

 □ 法定受託   

協

□ その他
今後の方向

働

性 □ 縮小　□ 改善

し

による事業を実施する

て

とともに、出前講座の

、

開催やごみ減量トレン

ご

ディ等広報誌の発行を

み

行う。
（改善措置等）

の

□ 休止　□ 終了 ・

少

食品ロスの削減を推進

な

するため、食品ロス削

い

減推進計画の策定を進

清

める。
計画対象 □ 実

潔

施計画査定対象  □

な

 行政改革対象 
□ 

ま

廃止　　　　 ・事業

ち

系ごみの適正処理を推

づ

進するため、事業者へ

く

の指導及び周知啓発を

り

実施する。

※決算額に

を

ついては、端数処理に

進

より、他資料の決算額

め

と差異が生じている場

な

合もあります。

がら、限りある資源を大

No. 事務事業名 活

切

動内容 コスト（事業費

に

：千円）

一般廃棄物資

し

源化事業 令和　２年度

、

令和　３年度 令和　３

持

年度 令和　４年度 令和

続

　２年度 令和　３年度

的

令和　３年度 令和　４

に

年度
活動指標名 単位

実

発

績 計画 実績 計画 決算 当

展

初予算 決算 当初予算
全

が

体事業概要
①

資源化率

可

％ 10.0 10.34

能

10.5
清掃センター

な

に搬入されるペットボ

循

トル、白色発泡ス （集

環

団回収を除く。）
チロ

型

ール・白色トレイ、ガ

社

ラスびん、乾電池、蛍

会

光管 0 25,311 2

を

5,114 23,04

構

3
、古紙、木製家具・

築

剪定枝、衣類、靴・革

す

製品等を場
②外の中間

る

処理施設に搬出し、再

こ

資源化処理を行う。

令

と

和　５年度の優先度

③

。

2 　□ Ａ　　　 □

施

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

策

　　 □ Ｄ　

・清掃

の

センターに搬入される

方

資源化物（古紙、木製

向

家具・剪定枝、衣類、

ご

靴・革製品等）を場外

み

の中間処理施設
■ 計

の

画どおり   
令和　

減

３年度 に搬出し、再使

量

用または再資源化処理

と

を実施した。
□ 遅延

資

         
の

源

評価 ・令和3年度は、

化

使用済み小型家電等の

の

回収に係る連携協力協

推

定を締結し、家庭から

進

排出される使用済み小

・

型家
□ 進展なし  

一

   
電について、宅

般

配便を活用した再資源

廃

化を開始した。
□ 維

棄

持　■ 拡大 ・本市の

物

リサイクル率は年々低

処

下傾向にあり、近年は

理

約13～14％で横ば

基

い傾向となっているが

本

、一般廃棄物処理
事業

計

区分 □ 自治事務  

画

 □ 法定受託   

（

□ その他
今後の方向

ご

性 □ 縮小　□ 改善

み

基本計画の目標は21

編

％であるため、リサイ

）

クル率の向上に向けて

に

、燃えるごみに含まれ

基

る資源物の分別徹底や

づ

、
（改善措置等）□ 

く

休止　□ 終了 新たな

ご

分別収集・資源化品目

み

導入の検討を行う。
計

の

画対象 ■ 実施計画査

減

定対象  □ 行政改

量

革対象 
□ 廃止　　

を

　　 

推進するため、生ごみ処理容器の無償貸与や食品ロス削減の周知啓発などの生ごみ減量施策を実施した。ま
■ 計画どおり   

令和　３年度 た、資源化を推進するため、ごみ減量アドバイザーとの協働によるミックス古紙の分別啓発を行ったほか、各種ごみの適正な分別及び中間処理による資源化を実施した
□ 遅延         

の評価 。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 ・一般廃棄物処理基本計画（ごみ編）に基づき、更なるごみの減量や資源化を推進するための施策を実施する。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 ・ごみの減量については、最も効果的である生ごみの減量を推進するため、引き続き、生ごみ

1

処理容器の無償貸与事

頁

業を実施するとともに

令

、食品ロスの削減を推

和

進する

（改善措置等）

 

□ 縮小　　　　 た

3

め、食品ロス削減推進

年

計画の策定を進める。

度

□ 改善　　　　 ・

　

ごみの資源化について

　

は、新たな資源化物の

事

検討を行うとともに、

務

引き続き、ミックス古

事

紙の分別啓発などの適

業

正なごみの分別排出に

評

関する周知啓発を行う

価

。

表（個票） 課名 環境市

No. 事務

民

事業名 活動内容 コスト

部

（事業費：千円）

一般

廃

廃棄物処理計画事業 令

棄

和　２年度 令和　３年

物

度 令和　３年度 令和　

対

４年度 令和　２年度 令

策

和　３年度 令和　３年

課

度 令和　４年度
活動指

作

標名 単位
実績 計画 実績

成

計画 決算 当初予算 決算

日

当初予算
全体事業概要

令

①
ごみ減量及び分別等

和

周知 回 30 46 30
一

　

般廃棄物処理基本計画

４

（ごみ編）に基づき重

年

点的な 啓発活動件数
取

　

組として　①食品ロス

８

の削減　②資源物の分

月

別徹底 0 4,621 4

　

,311 11,390

５

　③分別収集品目・資


